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第４章

アラブ「家族」再考に向けて：研究動向と人口の概観

北アフリカ・チュニジアを中心に

岩崎 えり奈

要約

アラブ地域は 1970 年代に入るまで子沢山で知られる地域であった。ところが 1970 年

代以降に急速に出生率が低下し、少子化に向かっている。少子化がアラブ地域の「家族」

と社会にどのような変化をもたらすのかを考えるため、本稿では、アラブ社会の「家族」

研究の動向と人口構造の変化を概観する。

キーワード:家族、人口、北アフリカ、チュニジア、アラブ、農村

はじめに

アラブ地域は 1970 年代に入るまで、子沢山で知られる地域であった。実際、中東北

アフリカ地域における合計特殊出生率で示される女性一人当たりの子供数は 1960 年の

時点で 6.9 人と推計され、世界で抜きんでて出生率が高い地域であった。ところが、図

１にみてとれるように、1980 年代から出生率は急速に低下していき、2016 年の合計特

殊出生率は 2.8 人である。

少子化がアラブ地域の「家族」と農村社会にどのような変化をもたらすのか。本稿で

は「家族」の変容を考えるとっかかりとして、アラブ社会の「家族」研究の動向を概観

する。そのうえで、チュニジアを中心に人口動態の変化を解説する。「家族」はアラブ

社会において重要で基本的な人々の生活単位であるが、人口はその根底をなしていると

考えられる。
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図１ 世界の主要地域における合計特殊出生率の推移（1960～2016 年） 

 
出典：The World Bank, World Development Indicators より筆者作成

(https://data.worldbank.org/) (アクセス日：2018 年 3 月 12 日) 

 

Ⅰ アラブ「家族」研究の動向 

本節では、アラブ「家族」研究の動向をとくに農村研究に絞って概観する。 

 

1 先行研究における分析視角の変遷 

 アラブ社会における「家族」の重要性に異議を唱える者はいないだろう。実際、人々

の日々の生活において「家族」は欠かせない存在であることは、現地の人々と会話する

なかで常に感じられる。映画や文学作品などでも「家族」は必ず登場する。 

研究においても、「家族」は重視されてきたテーマである。とくに 1960 年代から 1970

年代にかけて、アーイラ、拡大家族、部族、血縁集団、親族集団など呼び方や定義は様々

であれ、「家族」はアラブ地域の研究者により盛んに取り上げられてきた。 

ディシプリン別には、伝統的に親族組織に注目してきたのは人類学であった。1960 年

代から 1970 年代にかけて農村を対象に、チュニジア農村を対象にした Duvignaud (1968)

やヨルダン農村を対象にした Antoun(1963; 1972)など数多くの研究が発表された 1。政治

学では、ローカル政治における親族の役割がパトロン・クライアント関係などのテーマ

のなかで研究された (Antoun and Harik 1972; Gellner and Waterbury 1977)。社会学では「家

                                                  
1 Antoun の研究とヨルダン農村における「家族」については、加藤ほか(2017)を参照。 
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族」が近代化、社会変容のベンチマークとして注目され、最も変化に晒されると考えら

れた都市の「家族」を対象に研究がなされた。歴史学においても「家族」は重要なテー

マであり、チュニジアについては Valensi(1979)やエジプトについては Baer の一連の研

究(Baer: 1969; 1976)などがある。 

日本においてはエジプト農村の「家族」共同体を扱った中岡(1973)、 木村(1973)とそ

の批判(加藤 1983)や、Iwasaki (2008)がある。フランス語で発表された研究も「共同体」

アプローチをとる研究が 1970 年代までは多く、その代表的な研究としてはアルジェリ

アを対象にした初期の Bourdieu による研究がある。これらの研究では、「家族」は共同

体論的アプローチでもって、集団的で封建的な規範ルールにより規制されてきた個人が

資本主義の浸透とともに自立する結果、「家族」共同体が崩壊していくものとして捉え

られてきた。 

1970 年代までの研究に共通していたのは、モロッコ農村を対象にした Berque (1955; 

1957)のように、社会の変化や相違を血縁的紐帯の強弱で説明する傾向が強かったこと

にある。農村の家族研究をあらわす一つの典型は、農村社会研究の中でも比較的に数の

多い労働移動に関する研究にみてとれる。労働移動研究は、村民が国内外の都市で就業

しようとする動機を明らかにするため、社会経済的な分析から出発している。しかし、

労働移動のパターンの地域的な偏差の説明になると、血縁的紐帯の強弱に原因を求めて

きた 2。 

 1970 年代までの研究で想定されてきた農村社会像は、居住区画ごとに共同体を形成

する複数の父系血縁集団によって農村社会が構成されていた、とする共同体論的な農村

社会像である 3。そこでは、「核家族」と対照される「拡大家族」が農村社会の基本単位

として仮定されていた。ここで言う「拡大家族」は、家長とその妻、未婚の子ども、妻

子を抱えた既婚の息子を基本的な成員とし、父系的に秩序づけられた集団主義的な規範

に基づく組織である。これまでの農村研究では、この「拡大家族」の解体をもって農村

の変化が論じられてきた 4。 

 しかしこのような「家族」に対する分析視角は 1970 年代後半から批判にさらされる

ことになる。例えば、先述の Bourdieu は、自身のアルジェリア農村における親族関係の

研究を自己批判し、現実には系譜関係が親族関係を規定しているのではなく、経済的・

政治的な動機が現実の親族関係を規定していると論じた (Bourdieu: 1980)。また、モロ

ッコをフィールドにした Geertz et al (1979)は親族関係が文化的な再解釈の産物であるこ

                                                  
2 例えば、Simon (1990; 1995)や岩崎(1996)、Iwasaki (2006)を参照。 
3 例えば、Berque （1955）、 Descloitres and Debzi （1963）、 Duvignaud （1968）、 
Gallissot et Badia （1976: 229-245）。 
4 そうでない血縁組織の積極的な捉え方の貴重な例として、宮治(1993]がある。 
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とを明らかにした。 

批判の背景には、第一に、社会科学における分析視角が全体主義的アプローチから個

人主義アプローチへと変わったことがある。第二に、言説のレベルでは、近代を肯定す

るために否定すべき存在として、植民地主義者がつくりあげた家族共同体像が独立後も

イデオロギー的に肯定されてきたという、共同体論アプローチに内在する二項対立的な

言説の構造が指摘される 5。 

こうして 1980 年代以降、規範的な社会組織という捉え方にかわって、「家族」はネッ

トワークないし社会関係として捉えられるようになった。「家族」・ジェンダー研究の分

野では、「家族」を関係性として再考しようという関心が高まり、Hopkins (2003)、カイ

ロの「家族」を扱った Singerman and Hoodfar (1996) や Singerman (1996)の研究などがあ

る 6。 

 しかし、総じて言えば、1990 年代以降、「家族」研究は下火になったように思われる。

その背景には、市場化のなかでの社会変革の担い手として国家や中間組織、企業などが

注目されるようになった一方で市場原理とは異なる規範的組織である「家族」が関心を

集めなくなったことがあるだろう 7。と同時に、農村研究においては、資料的な制約に

よるところが大きい。とりわけ、世帯単位での土地経営、家計についてのまとまったデ

ータ、土地経営・耕作慣行についての資料は皆無に近い。そのため、研究者が参照しえ

るような実証研究が少ない。その結果、実証研究がないまま、自覚的かどうかはさてお

き、北アフリカ農村研究では、「家族」の解体をもって農村の変化を論じる分析視角か

らいまだに脱却できていないように思われる。 

 

２ 「家族」と社会変化―Chaulet の「大家族」モデル 

「家族」を扱いつつも、「家族」の解体としてではなく農村社会の変化を分析するた

                                                  
5 Charrad （1990; 2001） 
6 アイデンティティにおける位置付けについては、Joseph (1999)を参照。チュニジアを対

象にした研究では、家族史においては Temime (1999), 家族社会学の分野における問題提

起については Ben Salem (1994: 13-27)を参照。 
7 1980 年代後半以降に発表されるようになった小農の資本主義や国家への抵抗力に注目す

る研究にしても、アーイラを農民におきかえただけで、農業経営体を市場原理とは異なる規

範をもつと仮定し、分析単位とする点で共同体論とかわらない。例えば、アルジェリア農村

を扱った Bouchemal (1997)を参照。農民を市場経済の中の「農企業家」として位置付ける

研究は、市場原理に一見するとそぐわない行動を制度の不在か未発達のためとみなし、分析

の対象となしえない。構造調整期のエジプト農村を扱った Mehanna et al. (1994)や同じく

エジプト農村を対象にした Hopkins (1993)、Mitchell (1998)を参照。  
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めの参考になる研究は、1960 年代以降のアルジェリア農村を対象にした Chaulet による

『土地、兄弟たちとお金』（1987 年）である(Chaulet 1987)。 

 Chaulet は、平等な権利関係にある兄弟の連帯を組織原理とする「大家族」モデルが、

マグレブだけでなく、中東・北アフリカ地域全般において準拠枠となる「家族」モデル

だという。このモデルは、兄弟間の連帯がイスラームの教えでもあるところから、アラ

ブ・イスラーム的なモデルでもあるとされる。 

 Chaulet によると、この「大家族」モデルは、北フランスにみられる「家族」モデルと

対照的である。北フランスの「家族」モデルでは、婚姻を契機に新たな核家族世帯が形

成されるのに対して、「大家族」モデルでは、その特色をなす兄弟間の連帯が、内婚制

が理想とされることに象徴されるように、婚姻によって結ばれる夫婦関係によって断ち

切られることはない。つまり、息子たちは結婚後に父親とは別の世帯を形成し、家長で

ある父親が亡くなったとしても、兄弟同士の強いつながりを保持する。 

 Chaulet によれば、この兄弟間の連帯こそが、アルジェリア農民の行動パターン、ひ

いてはアルジェリア農村社会の階層化を北フランス型のパターンと異なるものにした

と論じている。北フランスの「家族」モデルでは、婚姻後の独立世帯形成というパター

ンをとることが、土地資源量の限界、労働需要の増加という経済的条件下で、土地の流

動化、プロレタリア化と階層化をもたらした。それに対して、アルジェリア農村社会で

は階層化が経済活動の多角化する「大家族」と、「小家族」の零細農という独自な形で、

階層化が現れたというのである。 

 Chaulet は、その理由として二つをあげている。一つは、アルジェリアの「農業革命」

期の経済環境である。この時期のアルジェリアでは、経営規模の拡大や農業技術の導入

が制約されていた。そのために、農外就業が唯一の所得稼得の戦略であった。もう一つ

は、兄弟同士あるいは他の父系親族との間でなされる「家族」共同耕作慣行である。 

 Chaulet によると、この慣行は、現代でも、別々に土地を保有する兄弟同士の「アソシ

エーション」という共同経営システムとして続けられている。現在においても、血縁原

理とリンクした均分相続制度の下で、被相続権資格者である息子たちが土地を保有する

父親と共同で農業経営にあたるばかりか、さらに父親の死亡後も、兄弟や他の父系親族

と共同経営体を組織することが観察される 8。この慣行の下では、息子たちは土地資産

を共同保有し続けるから、農外就業はあくまでも兼業的な就業となる。と同時に、夫婦

だけのような核家族世帯で営まれる農業経営のように、農業労働時間の配分が問題にな

らない。さらに、「大家族」の戦略によって獲得された現金収入は、農業技術の導入や

                                                  
8 例えば、Bouchemal(1997: 155), チュニジア中部農村を扱った Gana (1998), チュニジア

北部農村を扱った King (1997 : 193-219], エジプト農村を扱った Latowsky (2000 : 452-
530)を参照。 
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土地の購入に充てられて農業生産性を増加させるとともに、商業活動などによる農外所

得稼得源にもなる。こうした点から、「大家族」モデルが、農外就業による所得稼得と

いう戦略に適合した組織形態であったとされる。 

 以上が、Chaulet の著書の論旨である。彼女の議論は、農業経営形態の多様性にもか

かわらず、「大家族」モデル自体を分析単位にしてしまったという難点はある 9。とはい

え、彼女のこの著書は、アラブ・イスラーム的な「家族」モデルが国家権力の規制の下

で農民により戦略的に再生産され、経済的効率を発揮することを明らかにし、この独自

なモデルでもって、アルジェリア農村社会の構造を説明した点が高く評価できる。 

 

Ⅱ アラブ「家族」の人口学的変化―チュニジア 10 

 

以上で、北アフリカ農村を中心にアラブ「家族」研究を概観した。アラブ・イスラー

ム的な「家族」モデルを援用することでアラブ農村社会の変容を明らかになることが期

待される。しかし、その際に留意しなければならないのは人口的な観点からみれば「家

族」自体がここ 30 年間のあいだに大きく変化してきたことである。 

 

1 人口の推移―少子化 

推計によると、20 世紀初頭までのチュニジアの人口は約 150 万人であった。しかし

それ以後チュニジアの人口は増加傾向に転じ、100 年間のあいだに 10 倍に人口が増加

した。図２に示されるように、とりわけチュニジアがフランスから独立した 1956 年か

ら 1980 年代は人口増加が著しく、1956 年に 378 万人であった人口は、次の 30 年間で

696 万人（1984 年）へと増加した。アラブ諸国のなかでチュニジアは人口増加率が最も

早くに低下した国であり、現在、チュニジアの人口は 1130 万人（2016 年）である。 

 

 

 

 

 

 

 
                                                  
9 「大家族」モデル自体を分析単位にしてしまった結果、アルジェリア農村社会の構造を

あらわす「大家族」が成り立つ社会経済的条件を説明できなかった。例えば、なぜ「農業

革命」という特定の時期に「大家族」が再生されたのか、なぜ国家が管理する「公的部

門」ではなく、「民間部門」の大土地所有層に「大家族」が多くみられたのか、といった

点である。 
10 チュニジアの人口と家族計画については、岩崎(2018]を参照。 
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図２ チュニジアの人口推移（1960～2016） 

 
出典：The World Bank, World Development Indicators より筆者作成 

(https://data.worldbank.org/)(アクセス日：2018 年 3 月 12 日) 

 

1980 年代以降、チュニジアの人口増加率は減少傾向に転じ、1984～1994 年間で 2.4％

であった年平均人口増加率は 2004～2014 年間には 1.0％になった(INS 2016:11)。 

この人口動態に大きく影響しているのは、女性が産む子ども数の変化である。女性が

生涯に産む子ども数の推計値である合計特殊出生率をみると、1966 年に 7.2 であったそ

の値は 1994 年に 2.9、2004 年には 2.0 にまで下がった（図３）。合計特殊出生率は 2014

年に 2.4 へと回復したものの、2000 年代にいてほぼ 2 人の水準で推移しており、人口置

換水準に達したと認識されている(INS 2015: 19)。 

地域別にみると、1980 年代まで、首都チュニスなどの主要都市を擁する沿岸都市部

で出生率の低下が進んだ一方で、内陸部では高い出生率が観察された。しかし、1990 年

代以降、内陸部でも出生率は大幅に低下した。その結果、沿岸都市部と内陸部、都市と

農村間で出生率の違いはなくなりつつある。 
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図３ チュニジアの年平均人口増加率（％）と合計特殊出生率の推移（1960～2016） 

 
出典：The World Bank, World Development Indicators より筆者作成 

(https://data.worldbank.org/)(アクセス日：2018 年 3 月 12 日) 

 

 

2 婚姻状況の変化 

婚姻状況に目を向けよう。結婚年齢についてみると、女性の平均初婚年齢は過去 50

年間の間に大きく変化し、1966 年の 21 歳から 2014 年には 27 歳に上昇した(表１) 。男

性の場合は、26.8 歳であったのが 2004 年には 32.6 歳に上昇している。 

 

表１ チュニジアにおける平均初婚年齢の推移 

 
出典 World Marriage Data(2015), INS(2016: 28),Vallin(1971: 252) 

 

初婚年齢の上昇とともに、未婚男女の割合も増加している。図４と５は、チュニジア

人男女の年齢階層別の婚姻状況を示す。45 歳以上の男女における未婚者の比率を指標

とすると、その比率は 2014 年で 10％以下であり、生涯を未婚で過ごすチュニジア人男

女は少ない。 
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図４ 年齢階層別の婚姻状況(2014 年) （女性）（％） 

 
出典 INS(2016:21) より筆者作成 

 

図５ 年齢階層別の婚姻状況(2014 年) （男性）（％） 

 
出典 INS(2016:21)より筆者作成 

 

20～24 歳の年齢層における未婚女性の比率をみると、1966 年におけるその比率は 20

〜24 歳の女性の 27.0％に過ぎなかった。ところが、表２に示されるように、1984 年に

は 59.0％、さらに 2014 年には 81.8％に上昇している。30〜34 歳の女性に占める未婚者

の割合も高く、1966 年にたった 3.9%、1984 年に 9.7％であったその値は 28.0％（2014
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年）へと増加した 11。この比率は農村・都市間、地域間であまり違わない。したがって、

アラブ社会の女性の婚姻といえば早婚が特徴としてよく指摘されてきたが、それは農

村・内陸部においてさえもみられなくなったと言えよう。 

男性においては、1984 年に 17.7％であった 30～34 歳の未婚者の割合は 2014 年に

51.4％に上昇している。つまり、現在、チュニジア人の 30 歳代前半の男性の過半数は未

婚である。 

 

 

表２ 年齢階層別チュニジア人未婚男女比の推移（1984～2014 年）（％） 

 

出典 INS (2016:22) 

 

 

おわりに 

本章では、Ｉにおいて北アフリカの「家族」に関する研究動向を解説し、Ⅱにおいて

「家族」構造の根底にある人口変化についてチュニジアを中心に概観した。ショーレの

「大家族」モデルは、分割相続制度の下で兄弟間というヨコのつながりが個人の生存戦

略にとっての重要な資源となることを示唆している。しかしその一方で、少子化が進む

なかで、兄弟や姉妹の数が減っている状況がある。北アフリカ農村社会における「大家

族」モデルについて、人口と家族構造を踏まえて再考することが今後の研究課題である。 

 

 

 

 

                                                  
11 1966 年の未婚者比率は Vallin （1971: 250）を参照。 

年齢階層 1984 1994 2004 2014 1984 1994 2004 2014

15-19 100.0 100.0 100.0 99.2 93.3 97.0 97.8 96.5

20-24 91.4 96.3 97.7 96.9 59.0 72.3 83.5 81.8

25-29 51.9 71.0 84.1 82.8 24.6 37.7 52.7 49.6

30-34 17.7 31.1 50.1 51.4 9.7 18.1 28.0 28.0

35-39 5.9 9.5 19.1 23.8 3.8 8.9 15.4 18.0

40-44 3.2 4.7 8.0 12.0 2.2 4.7 9.2 13.2

45-49 2.7 3.0 4.1 6.7 1.6 2.3 5.4 9.1

50-54 2.4 2.4 2.8 4.6 1.5 1.8 3.3 6.8

55-59 2.2 2.1 2.4 3.4 1.9 1.3 2.0 4.7

60歳以上 3.4 2.2 2.1 2.4 3.0 1.4 1.2 2.6

計 43.4 44.9 46.6 41.2 32.2 34.7 37.9 32.5

男性 女性
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